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東京圏における介護施設の建設と分布に関する実証分析 

Empirics of Construction and Distribution of Nursing Homes in Tokyo Metropolitan 

Area 

 

中澤 克佳(Katsuyoshi Nakazawa) 

 

本稿では, 施設不足が指摘され, 今後さらにその傾向が強くなると予想される東京圏の自

治体を対象に, 90年代の「計画の時代」と 2000年以降の「介護保険の時代」において, 介

護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)の建設・拡充がどのような要因で行われたかを定量

的に分析した。推定の結果, 90 年代では, 建設や拡充の決定は自治体の整備水準や近隣自

治体の整備状況といった要因に大きく影響される。一方, 2000 年以降は高齢者増加率など

の人口要因の影響が強い事が明らかとなり, 介護政策（制約）が建設決定に大きな影響を

与える事が明らかとなった。 

 

Abstract 

This study targets local governments in the wider Tokyo Metropolitan Area, wherein a 

growing shortage of elderly nursing facilities trend has been indicated and is expected 

to become more intense, by quantitatively analyzing the factors under which the 

construction and expansion of elderly welfare nursing facilities (Special Elderly Nursing 

Homes) occurred in the “Planning Age” of the 1990’s and the “Nursing Insurance Age” of 

2000 onwards. The estimation results for the 90’s reveal that construction and 

expansion decisions were significantly affected by the maintenance standards set by the 

municipality and the maintenance conditions of neighboring municipalities. On the 

other hand, from 2000 onwards, it is clear that the influence of populational factors, 

such as increasing ratios of elderly populations, and so on, became stronger as nursing 

policies (constraints) significantly affected construction decisions. 

 

 



「三田学会雑誌」101巻 1号（2008年 4月）

東京圏における介護施設の建設と
分布に関する実証分析 ∗

中　澤　克　佳

要　　　旨
本稿では，施設不足が指摘され，今後さらにその傾向が強くなると予想される東京圏の自治体を

対象に，90年代の「計画の時代」と 2000年以降の「介護保険の時代」において，介護老人福祉施
設（特別養護老人ホーム）の建設・拡充がどのような要因で行われたかを定量的に分析した。推定
の結果，90年代では，建設や拡充の決定は自治体の整備水準や近隣自治体の整備状況といった要因
に大きく影響される。一方，2000年以降は高齢者増加率などの人口要因の影響が強い事が明らかと
なり，介護政策（制約）が建設決定に大きな影響を与える事が明らかとなった。

キーワード
介護老人福祉施設，老人福祉計画，介護保険，相互参照

1 はじめに

わが国の介護を取り巻く環境は大きく変化してきている。1990年の老人福祉法改正，ゴールドプ

ラン，新ゴールドプランでは，ホームヘルプサービスを中心とした在宅介護サービスの拡充がなさ

れた。さらに 2000年には介護保険制度が施行され，在宅介護サービスにおける営利企業の参入がな

されるなど，「施設介護から在宅介護へ」という動きは加速している。しかし，施設介護サービス，

その中でも特に特別養護老人ホームを中心とした介護老人福祉施設サービスは依然として大きな地

位を占めている。ライフスタイルや家族形態の変化により，独居老人や高齢夫婦のみ世帯が増加し，

施設介護の必要性は高くなってきている。しかし，都市部の施設サービスは依然として供給過少状

態にあり，多くの自治体・施設において入居待機者が数多く存在している。
（1）

さらに，2007年からは

∗ 本研究は日本経済政策学会第 64回大会（於慶應義塾大学）における報告論文を加筆・修正したもの
である。討論者を引き受けていただいた和泉徹彦・田園調布学園大学講師からは貴重なコメントをいた
だいた。記して感謝の意を表したい。

（1） 厚生労働省が 2006年 3月に公表したデータによれば，全国の特別養護老人ホーム（介護老人福祉
施設）の待機者数（入所申込者数）は 38万 5,500人。このうち東京都は約 4万人となっており，次
いで神奈川（約 2万 3,000人）となっている。東京圏（埼玉，千葉，東京，神奈川）各都県はいずれ
も上位に入っている。
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団塊の世代の退職が始まり，今後数年間で都市部の高齢化は急速に進展することは確実視されてい

る。都市部における急速な高齢化の進展が，現状において過少供給や地域間での格差が指摘されて

いる老人福祉サービスに対して，深刻な影響を与えることが懸念される。

都市部，特に東京圏では，施設介護サービスの必要性が高いにもかかわらず，絶対量の不足と地

域分布の不均一が指摘されている。例えば，東京都では待機者数が多いだけではなく，待機者の増

加数も大きく，2004年 11月から 2006年 3月までに 1万 5,039人と急増している。このような絶対

量不足の中で，比較的整備率が高く，特養銀座とも呼ばれる三多摩地区の施設へと移住していく傾

向もみられる。
（2）

東京都はこれら整備率の高い地域における建設補助金を 4分の 3から 2分の 1へと

引き下げる一方，23区内での建設では土地の取得代金の 4分の 3を助成するなどの政策対応を行っ

ている。介護保険財政の逼迫から，相対的にコストがかかる施設介護サービスを抑制しようとする

動きも見られており，
（3）

東京都の政策対応は施設サービスの地域間不均衡の解消ではなく，全体の供

給水準の低下という縮小均衡に向かうおそれもある。

それでは，90年代の「老人福祉の計画の時代」と 2000年からの「介護保険制度の時代」という

介護サービスの大きな転換点において，東京圏各自治体の施設介護サービスの整備水準はどのよう

に変化し，どのような地域分布を形成したのだろうか。
（4）

そして，その決定には，老人福祉計画でう

たわれた「自治体の介護福祉ニーズの把握と対応」が反映されているのだろうか。それとも，自治

体の介護ニーズを超えた広域的な基盤整備を意識した意志決定がなされているのであろうか。また，

整備水準がもともと高い自治体と，低い自治体では意志決定に違いが見られるのだろうか。このよ

うな問題に関して定量的に分析するのが本稿の目的である。本稿が分析の対象とするのは介護老人

福祉施設である。
（5）

分析においては，近年注目されつつあり，介護サービスの分野でも成立している

と考えられる政策決定における自治体間の相互連関（中澤：2006，2007a）を検証している点，90年

代と 2000年代の介護施設設置を比較検討している点に意義があると考える。

本稿の構成は以下の通りである。まず，2節において施設サービスの地域分布の形成と現状につ

いて考察を行う。次に，3節では施設建設の決定要因に関してのいくつかの設定の説明とモデルの

構築を行い，4節でプロビットモデルを用いて推定を行う。最後に 5節でまとめとする。

（2） このような都市部での「介護移住」を定量的に検証したものとして中澤 (2007b) が存在する。ま
た，全国自治体へ拡張したものとしては中澤・川瀬（2008）を参照されたい。

（3） 平成 16年度の『介護保険事業状況報告』によれば，千葉県，埼玉県，東京都，神奈川県の市区町
村における施設介護サービス件数の全介護サービス件数に対する比率は，約 10％程度となっている
が，給付費の割合でみると施設介護サービスは全体の約 50％となる。つまり，施設サービスは件数
自体は少ないものの，費用が非常に高くなっていることを示している。

（4） 本稿で分析の対象とする「東京圏」とは，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県の 1都 3県の各市区
町村である（ただし，東京都の島嶼部は除く）。

（5） 介護保険施行以前は特別養護老人ホームを対象とする。
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2 介護老人福祉施設の水準と地域分布の考察

急速な高齢化と介護ニーズの増大を受け，1990年に老人福祉法の改正が行われ，市町村が地域の

福祉ニーズの把握と対応を行うことが義務づけられた。各市区町村は老人福祉法第 20条の 8に基づ

き，市町村老人福祉計画を策定した。都道府県は同 20条の 9に基づき，広域的な計画を策定した。

すでにその前年からゴールドプランが始まっていたが，福祉計画の積算値に基づき整備目標を上方

修正したのが新ゴールドプランである。措置主体であることに変わりはなかったが，地域のニーズ

測定と「行政主体の計画の時代」が 90年代であった。また，2000年には介護保険制度が施行され

る事となり，「措置から契約」の時代となった。このように，90年から 2000年は介護供給体制の大

きな制度変化を 2度迎えている。これら制度変化を意識しつつ，東京圏における介護老人福祉施設

の分布とその変化を整理するのが本節の目的である。

まず，分析の対象とする時期を 1995年，2000年，2005年の 3期に分け，各年度における介護福

祉施設（特養）定員および定員率に関する基本統計量を示したのが表 1である。
（6）

表 1 東京圏市区町村の介護施設定員に関する基本統計量

1995 2000 2005

介護福祉施設定員 42,771 58,244 76,949

定員率（％） 1.12 1.26 1.30

　最大値 26.40 24.32 21.04

　最小値 0.00 0.00 0.00

　標準偏差 3.04 2.65 2.47

　変動係数 2.73 2.11 1.90

　人口 10万人以上 0.98 1.12 1.21

　　要介護度 3以上 – 22.08 21.48

　人口 10万人未満 1.63 1.85 1.69

　　要介護度 3以上 – 39.07 35.73

出典『介護サービス施設・事業所調査』，『住民基本台帳人口報告』，
『WAMNET』データから筆者計算。

福祉の計画の時代，介護保険以降を通じて，介護福祉施設定員は増加を続けている。1995年から

2000年では 36％，2000年から 2005年では 32％の増加となっている。定員率も伸び続けており，

東京圏全体では高齢者の伸びよりも施設の建設・拡充が速いことが分かる。未だ施設サービスが存

在しない自治体がある一方で，全体の整備水準および地域間の整備水準の格差が縮小してきている

ことも明らかである。

（6） 定員率は「各自治体における高齢者人口あたりの施設定員数」と定義される。定員率（％）＝（各自治
体の施設定員／各自治体の 65歳以上人口）×100
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人口 10万人以上の大規模自治体と，それ以下の市町村にサンプルを分けたところ，平均定員率

は相対的に小規模な自治体の方が高いことが分かった。これは，小規模自治体では 1つの施設建設

で定員率の大幅な上昇が見込めること，地価の影響から建設がしやすいことなどが考えられる。一

方，大規模自治体は定員率こそ低いものの着実に増加している。これは小規模自治体において 2000

年から 2005年の間に定員率の低下が示されたのと対照的であり，整備が遅れていた大規模自治体で

建設が進められた事が伺える。

しかし，より重篤な介護度 3以上の認定者数に対する定員率をみてみると，
（7）

いずれも 2000年段

階よりも低下しており，大規模自治体では 2005年段階で要介護 3以上に認定された被保険者に対

して約 22％相当の定員が確保されていることになる。現行の施設建設・定員の拡充は高齢者数の伸

びには対応できているものの，要介護 3以上の発生率が現状で推移した場合には整備量を上回るこ

とになる。脚注 1で示したように，東京圏の入居待機者数は非常に多い。また，介護福祉施設への

入所待ちは 3年であり，相対的に緊急度の薄い要介護者の入所は非常に困難であるとも指摘されて

いる。
（8）

2007年より団塊の世代の大量退職が始まり，今後都市部では急速に高齢者が増加することが

確実であるが，現行の施設整備水準のままでは，多くの問題を引き起こすことが予想される。一方

で，介護保険財政の逼迫を背景に，先に挙げた東京都の政策対応にみられるような高水準の整備地

域での建設抑制が進んでいる。東京圏全体として定員数の不足は続き，施設入所はより困難になる

と考えられる。
（9）

それでは，東京圏内各自治体で介護老人福祉施設の整備水準はどのように推移してきたのであろ

うか。これを年度別で示したのが図 1から 3である。東京圏の各自治体の介護福祉施設定員率を 4

つの色分けで図示した。白色が 1％未満，薄灰色が 1から 1.5％，灰色が 1.5％から 2％，黒色が

2％以上となっている。

1％ないし 1.5％の色分けは，厚生省（現厚生労働省）通知，いわゆる 630通知によって自治体の

一定の整備量として示された参酌すべき標準である「高齢者人口の 1％強程度」を参考にしており，

参酌標準以下の整備水準である自治体である。

青梅市などの事例でよく知られているように，東京都西部地域の定員率は非常に高い。一方，23

区や現在のさいたま市，横浜市や川崎市など大都市部では 1％以下の定員率であった。例外的に千

代田，中央，港の都心 3区が 1％水準をやや超えているが，これら自治体は 23区の中でも人口（高

齢者人口）が非常に少ない自治体である。また，町村部は 2極化の傾向を持ち，全く施設を持たず，

（7） 介護度 3とは「身の回りの世話や立ち上がりが一人ではできない。排泄等で全般的な介助が必要」
な状態である。なお，要介護認定は介護保険制度施行以降なため，1995年段階のデータは存在して
いない。

（8） 『週刊東洋経済』第 6029号，2006年 7月 1日，52頁。
（9） ここでは介護老人福祉施設に限定して議論しているが，もちろん，有料老人ホーム等の増加の影響

も考慮する必要がある。
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図 1 東京圏市区町村の定員率（1995年）

図 2 東京圏市区町村の定員率（2000年）
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図 3 東京圏市区町村の定員率（2005年）

定員率 0の自治体と，人口規模に対して大きな施設を持っている自治体に分かれる。

全体の傾向に変化はないものの，年度を経るごとに全体の整備水準は高くなってきていることが

わかる。また，施設定員の増加は，施設定員を増加させた自治体に隣接した自治体に広がっていっ

ている。このような傾向は，地価や人口動態の均質性という理由が大きいと考えられるが，特に整

備水準が低い自治体における，近接自治体の整備状況を意識した定員数決定や，（県計画にあるよう

に）自治体内での人口動態以外の広域的な調整がなされている可能性が存在する。

そこで，次節では，1995年から 2000年までの「市町村計画の時期」と 2000年から 2005年まで

の「介護保険以降の時期」に関して，介護施設定員の拡充決定要因として自治体個々の人口・財政

要因だけではなく，近隣自治体の要因も加味して推定を行う。

3 介護老人福祉施設拡充の決定モデル

3.1 分析の視角

各自治体における介護福祉施設設置（拡充）決定モデルとして，本稿では自治体内部における施

設整備状況や高齢者人口動態だけではなく，近隣自治体の整備状況や高齢者人口動態によって複合

的に決定されると想定している。特に注目しているのは近隣自治体の整備水準の影響である。近隣

自治体の（行政）サービス水準が他の自治体の政策決定に正の影響を与える現象は，近年地方財政
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分野において注目されてきている。先駆的な研究として，Murdoch et al.（1993）は中位投票者定

理に基づきながら近隣地域の政策の影響の推定をおこなっている。また，Case et al.（1989, 1993）

では，地域住民の効用関数に近隣自治体の公共サービス水準を導入するモデルを設定し，近隣自治

体の公共サービス水準に関する情報（評価）を通じて，自らの地域の公共サービス需要を決定する

“Voice Model”（ヤードスティック競争）の実証を行っている。
（10）

このような近隣自治体のサービス水

準が他の自治体の政策決定に影響を与える現象，特に情報のスピルオーバー現象による相互作用は，

わが国の市町村福祉サービスの決定でも確認されている。
（11）

施設サービスは措置制度下においても地

域間の連携がなされており，老人福祉県計画においても広域的な調整が意識されていることから，

施設の建設・拡充に関しても自治体個々の施設整備水準や社会・人口動態だけでなく，近隣自治体

の水準や動向も含めて考慮されていると考えられる。

そこで本稿では，近接する市区町村における整備水準や人口動態の影響を加味した分析をおこな

う。なお，ここでの近隣自治体は「同一 2次医療圏内他自治体」とした。これは，老人福祉計画に

おいて 2次医療圏の圏域が意識されているからである。

ところで，老人福祉施設の運営主体は 9割以上が非営利の社会福祉法人であり，参入決定に関し

てどこまで行政の意向が反映されるのかという問題が存在する。少なくとも，1990年代に関しては

市町村計画，その調整としての県計画の策定と遂行が求められており，目標達成の観点からも近隣

自治体の動向に敏感であったと考えられる。
（12）

また，特に人口規模が多く，施設整備水準が相対的に

低い大都市においては，施設介護の拡充は主要な論点となっており，近隣自治体との水準の乖離は

好ましくないものとして受け止められることから，先に挙げた通常のスピルオーバーと逆方向のイ

ンセンティブが働くのではないかと考える。一方，整備水準が高い自治体では財政への負担から新

規参入や拡充を控えるインセンティブが働くと考えられる。しかし，こちらも近隣自治体の水準を

（10） 例えば，Brueckner（2003），Besley and Case（1995）参照。また，投票行動ではなく退出（足
による投票）がおこなわれることで，地方公共財に対する選好が近隣自治体では接近してくるとした
研究に Gramlich and Rubinfeld（1982）がある。この枠組みをわが国に適用したものとしては矢吹
（1993）が存在する。また，前出の Brueckner（2003），Besley and Case（1995）も含め，地方政
府間の政策決定における相互依存関係の研究に関しては，西川・林（2006）がまとめを行っている。

（11） 通常のスピルオーバー効果とは逆に，近隣自治体水準に同調する模倣効果が生じている。わが国に
おける研究としては以下が挙げられる。齊藤・中井（1991）は東京都の市を対象に老人福祉費におけ
るデモンストレーション効果の検証を行っており，塚原（1992）は東京都下自治体の福祉政策を対象
に，各自治体における政策の導入における模倣効果を実証している。また，中澤（2006,2007a）では
1990年代の市レベルの老人福祉費，全市区町村のホームヘルプサービスを対象に分析を行い，いず
れも近隣自治体の水準に強い正の影響を受けていることを明らかにした。

（12） 老人保健福祉計画の策定における市町村の裁量性に関する議論として，矢吹・内山（1998a, 1998b）
は先行研究を参照しつつ，供給決定における一定の独自性が市町村に存在したと指摘している。さら
に，主成分分析の結果，ゴールドプラン期の老人福祉サービス供給は，量的な拡大と同時に自治体間
多様性も大きくなったと指摘している。
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図 4 23区の人口移動（純流出入者数：2000-2005年）
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　　　　出典 『住民基本台帳人口報告』，『人口動態統計』各年度版より筆者作成。
　　　　　　　　　計算の詳細は中澤（2007b）を参照されたい。

無視して抑制することは困難ではないかと考えている。

次に，東京圏を分析対象とする際に重要なのは，人口集中地区である 23区との距離であると考

える。23区は人口規模もさることながら，年齢別の流出入も非常に多い。それを示したのが図 4で

ある。

23区では若年期に就業目的に大規模人口流入が起こる一方，退職・高齢世代では人口流出が発生

している。特に要介護リスクが高くなる後期高齢者（75歳以上）においても流出している。これら

流出人口の一部は近隣自治体へと向かうと考えられる。
（13）

23区の人口圧力は，各自治体の施設水準・

社会福祉法人の参入決定に大きな影響を与えているだろう。そこで，分析においては各自治体の 23

区からの距離も考慮に入れる必要がある。

3.2 モデル

これまで検討してきたように，各自治体における施設建設・拡充の決定要因としては，大きく 3

つの要因があると考えられる。1つ目は自治体個々の整備水準や社会・人口動態であり，2つ目は近

隣自治体の整備水準や人口動態である。そして 3つ目は人口集中地区である 23区からの距離であ

る。本節では，これら要素を加味して各自治体における施設建設・拡充決定モデルを検討する。

自治体において介護施設の建設・拡充がなされることで得られる効用 ui は以下の関係によって決

（13） たとえば，東京都稲城市では，3箇所ある特別養護老人ホームの総ベッド数 330床のうち約 200床
は市外からの受け入れであると指摘されている（『週刊東洋経済』第 6029号 2006年 7月 1日）。
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まると仮定する。ただし，添字 iは各自治体を指す。

ui = βXi + εi （1）

　ここでXiは説明変数ベクトル，βは推定される係数，εi は誤差項である。効用がある水準以上と

なるのであれば，各自治体において施設建設・拡充がなされると想定できる。しかしながら，ui は

観察可能な変数ではない。観察可能であるのは「施設定員が拡充されたか」という結果である。そ

こで，観察期間において施設定員の拡充が行われた自治体に関しては 1を，拡充がなされなかった

自治体では 0をとるダミー変数を作成し，次に示すような関係を仮定する。

8<
: Di = 1 if βXi + εi > 0

Di = 0 otherwise
（2）

Di は施設定員拡充を示すダミー変数である。ここでDi = 1となる（施設拡充がされる）確率 P は

P (Di = 1|Xi)である。本稿では誤差項の累積分布関数に関して標準正規分布（F）を想定するプロ

ビットモデルによる推定を行う。
（14）

P (Di = 1|Xi) = (ui ≥ u∗
i ) = F (βXi) （3）

　分析に関して簡単に説明する。対象とする期間中に介護福祉施設の設置，または定員の増加をお

こなった自治体は 1，そうでない場合は 0とし，プロビットモデルによる分析をおこなう。

次に，近隣自治体の変数に関して設定を行う。本稿における近隣自治体は，先に述べたように「同

一 2次医療圏に所属する自治体」である。近隣自治体は相互に影響を与えあっていると考えられる

が，ここで問題となるのは近隣自治体の変数を内生化することによる因果関係である。この解決策

の 1つとしては，近隣自治体の変数を外生変数として扱うことであり，具体的には 1期前の変数を

用いることで時間的因果関係を担保する。本稿では，近隣自治体の 1期前の水準が各自治体の施設

建設・拡充に影響を与えると仮定する。近隣自治体の水準は以下の式で決定される。

si =
nX

j=1

sjt−1

,
njt−1 （4）

　ある自治体 i が直面する近隣自治体の（集計された）変数 si は，当該自治体を除く近隣自治体

(i �= j) の 1期前の水準の平均値である。nj は近隣自治体数である。

以上の想定のもとに，1995年から 2000年，2000年から 2005年の 2期間に関して，東京圏市区

町村における介護福祉施設建設・拡充のプロビット分析を行う。

（14） なお，後の推定ではプロビットだけではなくロジットでも推定を行っているが，両者の結果に顕著
な違いは存在しない。
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4 推定と解釈

4.1 データ及び変数

本稿で使用する変数は次のものである。まず，自治体の施設定員の相対的な余裕（多さ）を示す変

数として 65歳以上人口当たりの施設定員数である「施設定員率」，財政状況を表す変数として「住

民 1人あたり一般財源」を採用した。前者は施設建設に関して負の，後者は正の影響を与えること

が予想される。既に施設定員率が高い自治体では，追加の拡充インセンティブは低いと考えられる

からである。さらに「高齢者増加率」を設定した。高齢者人口の増加（の予測）は，拡充の意志決定

に正の影響を与えると予想する。

次に，近隣自治体の変数として「近隣自治体施設定員率」，「近隣自治体高齢化率」，「近隣自治体

施設定員」を採用した。3節で述べたように，近隣自治体施設定員は各自治体の施設定員率とは逆

に正の影響を与えることが予想される。近隣自治体高齢化率は，圏域全体での高齢者の相対的な多

さを示している。また，近隣自治体施設定員は，圏域全体での施設定員数の多さを示している。定

員率は潜在的な介護需用者に対する供給量の比であるが，定員数は絶対数である。圏域全体での定

員数の多さは，施設拡充へ負のインセンティブをもたらすと考えられる。2次医療圏における定員

率と定員数は 0.126とほぼ無相関と言ってよく，拡充決定において比率と絶対量のいずれが影響す

るのかを考察できる。

最後に，23区からの距離を示す指標として新宿区の東京都庁から半径 50キロメートル以内に存

在する自治体には 1を，50キロ以上の自治体には 0とするダミー変数を採用した。これは正の効果

を想定している。また，地価（住宅平均地価）も変数として採用する。

4.2 推定結果（1995-2000）

まず，新ゴールドプラン期の 1995年から 2000年までの東京圏市区町村に関して推定を行った。

推定は全自治体サンプルと，人口 10万人以上サンプルの 2パターンで行っている。人口が多い自治

体は施設サービスの拡充が求められている一方，整備は遅れて進んでいた。このような自治体にお

ける拡充決定を比較検討するのが目的である。説明変数は 1995年ないし 1994年時点のものを採用

している。結果は表 2で示す。

まず全自治体の結果を検討する。施設定員率は想定通り負となっており，高齢者数に比して相対

的に施設定員が多い自治体ほど，新規拡充を抑制する傾向にあることが分かる。また，高齢者の増

加率については正の効果を持っている。

一方，財政変数である住民 1人あたり一般財源は負という，想定とは逆の結果になった。老人福

祉歳出やサービス（フローのサービスや費用）に関する実証研究の多くが，その水準の決定要因とし
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表 2 推定結果（1995-2000年）

全市区町村 人口 10万人以上自治体
係数（t値） dP/dX 係数（t値） dP/dX

定数項 −5.093 (−3.103)∗∗∗ −1.569 −23.699 (−1.904)∗ −2.519

施設定員率 −0.183 (−3.402)∗∗∗ −0.056 −1.139 (−1.665)∗ −0.121

高齢者増加率 0.034 (2.042)∗∗ 0.011 0.238 (2.031)∗∗ 0.025

住民 1人あたり一般財源 −2.514 (−1.386) −0.775 3.604 (0.498) 0.383

地価 0.301 (2.341)∗∗ 0.093 1.122 (1.265) 0.119

近隣自治体施設定員率 0.214 (2.458)∗∗ 0.066 1.522 (1.682)∗ 0.162

近隣自治体高齢者比率 0.143 (2.715)∗∗∗ 0.044 0.627 (1.852)∗ 0.067

近隣自治体施設定員 −0.082 (−1.649)∗ −0.025 −0.456 (−2.392)∗∗ −0.048

50km圏ダミー 0.466 (1.964)∗∗ 0.144 0.463 (0.482) 0.049

Sample 262 82

LR Test 78.442 [0.000]∗∗∗ 20.711 [0.008]∗∗∗

Log Likelihood −141.28 −15.86

Pseud R-suared 0.287 0.286

注　***は 1 ％，**は 5 ％，*は 10 ％水準で有意であることを示す。

てフローの歳入の大きさを取り上げ，有意な結果を得ている。その観点からすると施設拡充に関し

ては逆の結果となったことは興味深い。このような結果を得た理由としては，先行研究が対象とし

ているのが老人福祉費やホームヘルプサービス等といった大部分が経常的なサービスに該当するか

らであると考える。一方，施設建設はこのような経常的な財源では対応しにくい性質を持つと考え

られる。90年代後半は施設建設が積極的に進められた時期であるが，このような建設決定・参入に

関して自治体の一般財源の大きさは関係を持たないという結果が得られた。また，地価に関しても

想定とは逆の結果となった。しかし，表 1でも示しているように，推定対象とした時期は計画に基

づいて大都市を中心に施設の拡充が進められてきている。推定結果はこのような「計画に基づく整

備」という実態を良く表していると解釈できる。

近隣自治体の影響としては，近隣自治体施設定員率と高齢化率はいずれも各自治体の施設定員を

増加させるインセンティブを持つという推定結果を得た。参照先と想定した近隣自治体（同一 2次医

療圏内他自治体）の定員率が高い場合，それにあわせるように定員率の水準が調整されるような「横

並び」のメカニズムが，施設サービスに関しても働いていると考えられる。また，自治体固有の人

口動態だけでなく，近隣自治体の人口動態にも影響されることが分かる。最後に，50km圏ダミー

変数は正となり，23区の周辺自治体では建設・拡充がなされる確率が高くなっている。

次に，人口規模 10万人以上の自治体を対象とした推定結果と全自治体を対象としたものと比べて

みると，施設定員率および近隣自治体定員率の弾性値がいずれも高くなっていることが分かる。図

1からも明らかなように，定員率が相対的に低かったこれら自治体では，自治体内部の施設サービ

スに対するニーズの高まりと同時に，近隣自治体の水準にも敏感に反応していたことが分かる。ま
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た，50キロ圏ダミーが有意ではない理由としては，対象とした自治体が人口規模が相対的に大きい

都市であり，多くが 23区，またはその周辺に集中しているからである。

4.3 推定結果（2000-2005）

続いて，介護保険の時代である 2000年から 2005年までの施設建設・拡充について同様に検討し

ていく。介護保険の開始とともに，要介護認定によって受けることができるサービスが決定し，施

設選択も引き受け可能な限りは自由になった。このような変化は，自治体による入所のコントロー

ルが措置時代ほど効かなくなったことを意味している。それでは，この時期の施設建設は，90年代

（後半）の状況と比較し，変化したのであろうか。その点を確認したい。表 3が推定結果である。

全市区町村でみた場合，自治体の施設定員率や近隣自治体の施設定員率など，先の推定では有意

であった変数が有意ではなくなっている。また，50kmダミーも有意ではなくなっている。擬似決

定係数の低さも含め，施設建設決定に関して構造変化が起こったと考えられる。有意である変数を

見てみると，高齢者増加率や近隣自治体高齢者比率など，地域における高齢者人口の変動（人口要

因）である。一方，これまで有意であった施設定員率や近隣自治体の施設変数に対する反応は確認

されていない。これは，計画（と官庁からの通達）に基づき，自治体が介護サービスの拡充を行って

いた時期と，介護保険導入以降で，明白に建設の意志決定が異なることを推定結果は示している。

一方，人口規模が多い自治体では近隣自治体施設定員などを除いて，90年代の推定結果とほとん

ど変わらない結果を得ている。弾性値も 1995-2000年よりも高く，需要圧力と近隣自治体からの効

果に強く反応していることが伺える。その一方で，地価に対しては負となっており，計画の時代以

降は，施設建設のインセンティブ（需要）と建設・拡充のコストが相反する形となっている。つま

表 3 推定結果（2000-2005年）

全市区町村 人口 10万人以上自治体
係数（t値） dP/dX 係数（t値） dP/dX

定数項 −2.896 (−1.823)∗ −0.931 26.757 (2.249)∗∗ 4.119

施設定員率 −0.072 (−1.313) −0.023 −1.248 (−2.826)∗∗∗ −0.192

高齢者増加率 0.027 (2.287)∗∗ 0.009 −0.001 (−0.076) −0.001

住民 1人あたり一般財源 0.032 (0.019) 0.011 0.688 (0.124) 0.106

地価 0.127 (0.998) 0.041 −1.437 (−1.693)∗ −0.221

近隣自治体施設定員率 0.047 (0.614) 0.015 1.436 (2.609)∗∗∗ 0.221

近隣自治体高齢者比率 0.112 (2.069)∗∗ 0.036 −0.469 (−2.392)∗∗ −0.072

近隣自治体施設定員 0.013 (0.348) 0.004 0.144 (1.599) 0.022

50km圏ダミー −0.339 (−0.133) −0.109 −2.767 (−2.071)∗∗ −0.426

Sample 241 85

LR Test 22.586 [0.004]∗∗∗ 16.264 [0.039]∗∗

Log Likelihood −136.51 −25.61

Pseud R-suared 0.092 0.159

注 ***は 1 ％，**は 5 ％，*は 10 ％水準で有意であることを示す。
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図 5 人口規模別の施設建設・定員増加傾向
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　注 『介護サービス施設・事業所調査』各年版より筆者作成。定員増加は 100 人単位で

　　　ある。

り，90年代は目標達成に向けて整備が進められてきたが，2000年以降はその制約が大きく変化し

たと捉えられる。

推定の結果，小規模自治体を含むサンプルでは従来の想定（建設・拡充傾向）が成立しなくなって

いるのと同時に，人口規模の大きい自治体ではこれまでと同様の結果が得られるという，2極化傾

向が見られることが明らかになった。それでは，このような変化はなぜ生まれたのであろうか。次

に示す図から検討を加える。

人口規模別の建設・定員増加の傾向をグラフで示したのが図 5である。図からは，人口規模の大

きい自治体において施設建設やそれに伴う定員増加が進められていることが分かる。人口 10万人以

上の都市は全体の約 35％にすぎないが，1995年から 2000年までの建設数・定員増加数では約 70

％を占め，2000年から 2005年まででは約 80％と圧倒的なシェアを誇る。

注目すべきは 2000年以降の施設建設数は若干の低下を見せており，それに伴って人口規模の小さ

い自治体では定員増加数も減少している。一方で人口規模が大きい都市では，定員増加数は増加し

ている。小規模自治体が拡充スピードの抑制に入ったのに対して，大規模自治体では拡充スピード

を加速させたことが推定結果に変化が生じた要因ではないかと考える。先に紹介した東京都の政策

対応などもこのような傾向に拍車をかけていると考えられる。
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4.4 まとめ

推定結果をまとめると，全体として施設の整備水準が圧倒的に不足し，ある程度行政主導での拡

充が必要とされていた時期においては，各自治体の整備水準を示す定員率に加えて，近隣自治体の

動向にも反応して建設がなされていたと考えることができる。また，23区からの距離ダミーの結果

が示すように，ある程度広域的な対応もなされており，「全体としての施設数・定員数」を増加させ

ることが急務であったからではないかと考えられる。一方，介護保険制度以降は，整備水準が低い

大規模自治体では従来と同様の決定構造を有するのに対して，整備水準が高くなった小規模自治体

を中心にこれまでと異なり，地域や周辺地域の人口動態のみに反応する結果になっている。小規模

自治体では建設抑制に入ったと考えることもできるだろう。

5 結論と議論

　本稿は，都市部の高齢化時代を迎える際に重要な役割を果たし，現在も不足が指摘されている施

設介護サービス建設の決定構造と地域分布について定量的に検証を行った。推定結果から，90年代

には他の福祉サービス同様，自治体固有の施設整備水準や人口動態だけでなく，近隣自治体からの

影響も受けていることが明らかになった。この効果は 2000年以降の大都市でも続いていることか

ら，必要度の高い自治体では，より周辺の状況に敏感になるということを示しているのかもしれな

い。一方，介護保険以降は決定構造に違いがみられるのはすでに述べたとおりである。

これまでの分析結果から，大都市で建設が進む一方，周辺の小規模な自治体では建設が抑制され

ることによって全体での偏在は解消される傾向にある。しかし，その結果は，必要量に対して充足

されるものであるのだろうか。そうでない場合，現在の傾向は縮小均衡へとつながりかねない。こ

れまで繰り返し示したように，東京圏では施設定員の絶対数不足が指摘されている上に，施設入所

目的と思われる近隣自治体への後期高齢者の移動・東京圏外からの流入が確認されるからである（中

澤 2007b）。現在の建設傾向は，介護保険財政による負担がその大きな理由かもしれない。平成 16

年度の『介護保険事業状況報告』によれば，今回分析の対象とした市区町村における施設介護サー

ビス件数の全介護サービス件数に対する比率は約 10％程度となっているが，給付費の割合でみると

施設介護サービスは全体の約 50％となる。つまり，施設サービスは件数自体は少ないものの，費用

が非常に高くなっていることを示しているのである。

最後に今後の課題を述べる。各自治体における建設決定は自治体・県・社会福祉法人と様々な主体

が存在している。また，東京都が行っているように補助金や用地取得，要件設定などによる建設コ

ントロールもある程度可能である。各関係主体がどのような意志決定を行った結果，現在の建設動

向につながっているかについての考察は不十分であった。実際の建設傾向・意志決定も含め，関係

者へのヒアリングなどを通じて考察していく必要がある。また，介護保険以降は居宅サービスへの

66



民間参入が可能となり，有料老人ホームやグループホームなど選択肢の多様化が起こっている。代

替的な介護サービスとの関係も本稿では踏み込むことができなかった。さらに，最後に触れたよう

に介護保険財政との関係も考察する必要がある。今後はこれらの方向に研究を発展させていきたい。

（東洋大学経済学部専任講師）
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